予算要求資料
平成28年度12月補正予算　　　支出科目　款：商工費　項：観光費　目：観光開発費
	事業名　新 宿泊滞在促進のための県内世界遺産等誘客ＰＲ事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

商工労働部 観光国際局 観光誘客課 国内誘客係　電話番号：058-272-1111（内3075）

　　　　　　　E-mail： c11335@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　補正要求額　16,500千円（現計予算額：  0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	現計予算額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	補正要求額
	16,500
	16,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　高山祭・古川祭・大垣祭の屋台行事が「山・鉾・屋台行事」としてユネスコ無形文化遺産に登録される時機を捉え、その他県内の「世界に誇る遺産」と併せ、遺産とその周辺観光資源とをつないだ周遊観光および宿泊を促進するためのＰＲキャンペーンを実施し、誘客拡大を図る。
（２）事業内容

① オンライン旅行社サイト等を活用したプロモーションおよび遺産等関連プランの造成（6,500千円）
旅行予定者が活用するオンライン旅行社のサイト等において、「山・鉾・屋台行事」をはじめとする県内の「世界に誇る遺産」と周辺観光を紹介するとともに、遺産と関連付けた宿泊特別プランを造成・販売する。

② 遺産関連宿泊プラン等の販売促進のための誘客イベントの実施
（9,000千円）
①で造成する特別プランをはじめ、県内に宿泊する旅行プラン等の販売促進のため、関東および関西等の大規模集客施設等を活用して誘客イベントを実施し、宿泊旅行への誘導を図ることで誘客を拡大する。
③ 販売促進のためのリーフレット等の作成（1,000千円）
岐阜県への旅行意欲を喚起し、①で造成する特別プラン等の販売を促進するため、「世界に誇る遺産」と県内の観光資源を紹介し、関東・関西からのアクセスを示したＰＲリーフレットを作成。
（３）補正理由
「山・鉾・屋台行事」については、平成28年11月頃、ユネスコ政府間委員会において審議され、ユネスコ無形文化遺産に登録される見込みである。この時機を捉え、各種プロモーションを実施するため、予算の補正を行う。
（４）県負担・補助率の考え方

　　　地方創生加速化交付金（第三次募集分）を充当。
（５）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委託料
	16,500
	①「オンライン旅行社サイト等を活用したプロモーションおよび遺産等関連プランの造成」経費　 6,500千円　　　　　　　　　　　　　
②「遺産関連宿泊プラン等の販売促進のための誘客イベントの実施」経費　9,000千円
③「販売促進のためのリーフレット等の作成」経費　　　　　　　1,000千円

	合計
	16,500
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　岐阜県長期構想
　Ⅱ　ふるさと岐阜県の資源を活かした活力づくり

　３　地域の魅力を高め、観光交流を拡大し、消費を増やす

　　（人を呼び込み、地域の消費を拡大するために）
岐阜県観光振興プラン
（２）事業主体及びその妥当性
本県の知名度がまだまだ低い中、関東・関西からの誘客を促進するためには、「山・鉾・屋台行事」のユネスコ無形文化遺産登録などの時機を捉え、県内の「世界に誇る遺産」を前面に打ち出したＰＲを実施することで認知度を向上させ、旅行目的地として選ばれるようにすることが必要である。

当事業については、国の交付金を活用し県が事業主体として実施することが妥当。

事業評価調書
	□  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・高山祭・古川祭・大垣祭の屋台行事が「山・鉾・屋台行事」としてユネスコ無形文化遺産に登録される時機を捉え、その他県内の「世界に誇る遺産」と併せ、遺産とその周辺観光資源とをつないだ周遊観光および宿泊を促進するためのＰＲキャンペーンを実施し、誘客拡大を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	観光消費額


	－億円
（H  ）
	2,372億円
（H23）
	2,460億円
（H24）
	2,659億円
（H25）
	3,000億円
（H29）
	88.6％


	観光入込客数


	－万人

（H  ）
	3,589万人

（H23）
	3,619万人

（H24）
	3,844万人

（H25）
	4,500万人

（H29）
	85.4％

	宿泊客数

（延べ人数）
	－万人

（H  ）
	  558万人

（H23）
	  583万人

（H24）
	  604万人

（H25）
	 660万人

（H29）
	91.5％



  ※平成23年度から集計方法を変更したため、それ以前の結果とは比較不可能
○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	観光誘客数および観光消費額の向上のためには、県外からの誘客を図る必要があり、特に、まだ本県の認知度が低い関東・関西からの誘客促進を図ることは急務である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
関東・関西からの誘客を目指す、競合他県との差別化。従来の観光資源であっても視点を変え、見せ方を変える等、常に工夫が必要。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

認知度の向上のためには、継続的に関東・関西でのＰＲをする必要があり、また、その時に興味を持ってもらえるコンテンツを提供していくことが必要。市町村とも連携を図り、マンネリ化することなく、ＰＲを継続していく必要がある。


